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∗
本稿は、 （独）経済産業研究所の研究プロジェクト「中国の台頭と東アジア地域秩序の変容」の一環として執筆したも
のである。   2










の台頭、あるいは China's Rise を題名にした書籍の出版が相次いだ。 

































はないであろう。2009 年 1 月、国家統計局は、2007 年の国内総生産額（GDP）を 25 兆
7306 億元に、そして成長率を 13.0％にそれぞれ上方修正する発表を行った1。中国は、既
にその時点でドイツを抜いて世界第三位の経済大国になっていたことになる。それでもド
ルベースの一人当たり GDP は依然として 2569 ドルであり、 例えば日本の 34326 ドルに比
べればかなり小さい2。しかし、その上昇速度は速い3。また、速報値によれば 2008 年の輸
出額は前年比 17.2％増で 1 兆 4285 億ドル、 貿易黒字額は前年比 12.5％増で 2955 億ドルに
達し4、ドイツと拮抗した。さらに言えば、外貨準備高も 2006 年 2 月以来、日本を抜いて
世界一である。 




は、それぞれ 1990 年の 13.7 ㎡と 17.8 ㎡から、2006 年には 27.1 ㎡と 30.7 ㎡へと約 2 倍
の広さに拡大した6。また、都市と農村の百戸当たりのカラーテレビ保有台数はそれぞれ
1990 年の 59.0 台と 4.7 台から、2007 年の 137.8 台と 94.4 台へ、コンピュータの保有台数
はそれぞれ 2000 年の 9.7 台と 0.5 台から、2007 年の 53.8 台と 3.7 台へと増えた。 
中国は広く、社会階層の分化も進んでおり、平均値で全体を語ることはむずかしい。し
かし、生活水準が向上していると実感している中国国民が多いのは事実である。中国社会
科学院社会学研究所では、これまで 2006 年と 2008 年の 2 回、大規模な社会状況総合調査
を行った7。それによれば、生活水準が 5 年前に比べて向上したと感じる者の割合は 2006
年には 63.4％、そして 2008 年には 69.4％に達した。党の農村振興策のおかげか、いずれ
の調査においても都市住民より農民の方が生活水準の向上を感じる割合が高く、その差は
                                                  
1  『人民日報』2009 年 1 月 15 日。 
2  日本の数値は内閣府に拠る （http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/h19-kaku/percapita.pdf、 2009 年 1 月 31 日にアクセス） 。  
3 2007 年の中国共産党第 17 回党大会で発表された目標は、一人当たり GDP を 2020 年までに 2000 年のそれの 4 倍に
引き上げることであった。 
4  『人民日報』2009 年 1 月 14 日。 
5  鄧小平『鄧小平文選  第三巻』人民出版社、1993 年、371 頁。 
6  本段の以下のデータは、いずれも国家統計局編『中国統計摘要 2008』中国統計出版社、2008 年、100 頁に拠る。 
7  その結果については、汝信・陸学芸・李培林主編『2009 年中国社会形勢分析与預測』社会科学文献出版社、2008 年
を見よ。   4











  中国社会科学院社会学研究所の社会状況総合調査によれば、2007 年の一人当たり所得が
最も高い 20％に属する家庭の平均所得は、 最も低い 20％に属する家庭の 17.1 倍であった。
また、地域を比較すると、東部地区の家庭の一人当たり所得は、西部地区と中部地区のそ
れぞれ 2.03 倍と 1.98 倍であった。所得の多寡によって、一人当たり住居面積の広さや、冷
蔵庫や電子レンジ、自家用車などの耐久消費財の所有率は大きく異なっていた10。 
  当該調査によれば、都市の失業率は 9.4％に達しており、失業者の 85％は 18～49 歳の青
中年層であった11。 特に中部地区と西部地区では、 都市の失業率がそれぞれ 10.4％と 11.7％
に達していた。 社会集団としては、 大学卒業生の就業難が突出した問題となっている。 2008
年に卒業した 559 万人のうち、同年末までに就職できない者の数は 150 万人前後と見込ま
れた12。 もう一つの大きな問題は、 いわゆる農民工、 すなわち出稼ぎ労働者の就業であった。
サブプライムローン問題に端を発する米国発の世界的な不況の中で、多くの輸出産業が倒
産ないしリストラを強いられた。2009 年初めの旧正月の時点で、失職した農民工の数は
2000 万人と見積もられたが、同年の新規雇用創出目標は 900 万人でしかなかった13。全般
に厳しい就業状況が生じているにも拘わらず、都市で失業保険に加入している者は 20.7％
に過ぎなかった（地区別は不明） 。ちなみに、都市で養老保険と医療保険に加入している者
はそれぞれ全体の 52.7％と 58.7％、農村で社会養老保険に加入している者は 5.7％に過ぎ
なかった。都市および農村で、 「家人に職がない、失業した、あるいは仕事が不安定である」
ために「生活圧力」を感じている者の割合は 38.43％に達した。2006 年の調査時と比べて
                                                  
8  李培林・李煒「2008 年中国民生問題調査報告」 、同上書、17 頁。生活水準が上がったと答えた農民の割合は、2006
年には 69％、2008 年には 76.3％であった。 
9  同上、30 頁。 
10  同上、19－20 頁。例えば、大中都市における一人当たり住居面積は、所得が最低 20％に属する家庭では 19.1 ㎡であ
ったのに対し、 最高20％は36.6㎡と2倍近い広さであった。 また冷蔵庫の保有率は前者の87.5％に対し後者は22.75％、
電子レンジは 60.36％に対して 3.95％、自家用車は 18.79％に対して 2.53％であった。 
11  同上、22 頁。本段の記述は、他に断りのないかぎり同書の 22－23 頁に拠る。公式の失業率は、2008 年末で 4.2％に
過ぎなかったが、これは登録した失業者のみを数えているためである。 
12  李培林・陳光金「力挽狂瀾:中国社会発展迎接新挑戦」 、同上書、8 頁。 
13  『朝日新聞』2009 年 2 月 3 日。陳錫文・中央農村工作領導小組弁公室主任によれば、2000 万人に加え、毎年 600～
700 万人の農民が新たに出稼ぎに出ることから、就業と民生の実現がすなわち農村安定の実現である（新華ネット 2009
年 2 月 2 日、http://news.xinhuanet.com/legal/2009-02/02/content_10750736.htm、2009 年 2 月 3 日アクセス） 。   5
8.37 ポイントの上昇であった。 




化学物質メラミンを混入させたことが原因であった。 有毒粉ミルク事件は 2003～2004 年に
も起きていたが、再発を防げなかった。 










働争議の件数が増えている15。2007 年の投書および陳情の件数は延べ 81 万件であったが、
2008 年は 9 月までで既に述べ 90 万件に達した。また、いわゆる集団性事件（集団騒擾事
件）は 2006 年の 6 万件余りから 2008 年の 8 万件余りに増えた16。輸出産業が低迷した広
東省では、2008 年 1 月から 9 月までの間、賃金の遅配や欠配などをめぐる労使紛争から生
じた集団性事件が全体の 5 割近くを占めた17。2008 年 1 月から 11 月までの間に、民間の紛
争が引き起こした殴り合いの喧嘩や財物毀損などのいわゆる治安案件で公安機関が調停し







  政治改革は、1989 年の第 2 次天安門事件以降、農村や都市における基層選挙（憲法上、
                                                  
14  本段の記述は、閻世輝・銭勇「2008 年環境保護形勢」 、汝信・陸学芸・李培林主編、前掲書、217-218 頁に拠る。 
15李培林・陳光金「力挽狂瀾:中国社会発展迎接新挑戦」 、同上書、10 頁。断りのないかぎり、本段の記述はこの資料に
拠る。 
16  集団性事件の定義は不明瞭であり、2005 年には 8 万 7000 件だったと発表されたこともある。 
17  宋爾東・厳従兵「2008 年社会治安形勢」 、同上書、203 頁。著者の宋と厳は公安部弁公庁統計処に所属しており、両
者によれば、労働者が不満や要求を伝える主な手段は集団陳情、集団による交通の遮断、そしてストライキであった。 
18  公安部治安管理局 「2008年治安管理工作回顧」 、 http://www.mps.gov.cn/n16/n1252/n1657/n2062/1780186.html、 2009






なった19。また、2008 年 12 月 10 日の世界人権デーに合わせ、人類共同の普遍的価値であ
る自由、平等、人権の実現を求める「零八憲章」がネット上で発表された。当初の署名者
は学者や弁護士、企業家、労働者や農民など 303 人であったが、そのうちの一人は元中央


























                                                  
19  閻健編『民主是個好東西――兪可平訪談録』社会科学文献出版社、2006 年。 




































                                                  
21  銭其琛著・濱本良一訳『銭其琛回顧録  中国外交 20 年の証言』東洋書院、2006 年、185 頁。   8























  冷戦後の東アジアの安全保障秩序に関しては、ASEAN や日豪などの提案により、1994
年に ASEAN 地域フォーラム（ARF）が設立された。その重要な狙いは、地域の「巨人」
                                                  
22  拙稿「 『中国脅威論』を生む中華世界の拡充と軋轢」 、 『外交フォーラム』68（1994 年 5 月）号、50－51 頁。新しい
軍事戦略が定められたのは 1993 年のことである。 「国際状況の変化と軍事技術の向上」とは、冷戦の終焉と対中経済制
裁、そして 91 年の湾岸戦争で米軍の軍事技術の進歩を見せつけられたことなどを指していると思われる。 
23  Joseph Y.S. Cheng, “Sino-ASEAN Relations in the Early Twenty-first Century”, Contemporary Southeast Asia, 
Vol.23, No.3, 2001 December, p.438. 
24  例えばロシア極東部への移民については、 Olga Alexeeva, “Chinese Migration in the Russian Far East: A Historical 
and Sociodemographic Analysis”, China Perspectives, No. 2008/3, pp.20-32 に詳しい。1992 年から 94 年にかけて中
ロ国境の往来が自由化された結果、92 年と 93 年にはそれぞれ 50 万人と 75 万人の中国人がロシアに出国し、その時期
のロシア極東部の中国人住民は 5 万～10 万人に達した。ロシア極東部では黄禍論が語られ、90 年代に行われた調査に
よれば、26％の回答者が中国を脅威だとみなした（同論文 25-27 頁） 。 




27  本段の記述は、拙稿「中国の新安全保障観と地域政策」 、五十嵐暁郎ほか編『東アジア安全保障の新展開』明石書店、
2005 年、198 頁に拠る。 
28  日本は、 核実験が繰り返されたことに抗議し、 95 年 8 月から 97 年 2 月まで対中無償援助協力を凍結した。 総理府 （現
在は内閣府）が毎年行う世論調査に拠れば、1980 年代の調査開始以来 2003 年までの間で、中国に親しみを感じる人の



























新安全保障観は、1996 年 4 月と 97 年 4 月の二つの中ロ共同声明に基づいて発展し、99 年





日米同盟や北大西洋条約機構 （NATO） を暗に指していると思われるが、 江沢民によれば、
                                                  
29  Tatsumi Okabe, “Learning to survive with ‘Gulliver’”, The World Today, 52, 6, 1996 June. 
30  本項の記述は、拙稿「中国の新安全保障観と地域政策」 、199-207 頁に拠るところが大きい。 
31  浅野亮「中国の安全保障政策に内在する論理と変化」 、 『国際問題』2003 年 1 月号、高木誠一郎「中国の『新安全保




ァイヴは、 旧ソ連の解体により新しく中央アジア諸国が誕生したことを受けて、 96 年 4 月、
中国、ロシア、カザフスタン、キルギス、タジキスタンの 5 カ国が国境地域信頼醸成協定
（上海協定）を締結したことに始まる。その後、国境地域の安全保障と経済協力、そして
国際テロリズムへの共同対処へと機能を拡充し、2001 年 6 月にはウズベキスタンを加えて
上海協力機構へと発展した。 

























である。同年 11 月、中国は前年に提案して実現した ASEAN＋３の蔵相代理・中央銀
                                                  
32  江沢民「建立適応時代需要的新安全観」 （1999 年 3 月 26 日、ジュネーヴ軍縮会議での講話） 、 『江沢民文選第二巻』
人民出版社、2006 年、313 頁。 
33  添谷芳秀「ASEAN 地域フォーラムと中国」 、高木誠一郎編『脱冷戦期の中国外交とアジア・太平洋』日本国際問題研
究所、2000 年、65 頁。 
34  『人民日報』1997 年 12 月 16 日。   11
行副総裁会議の常設化を提案すると同時に、ASEAN＋３に合わせて日韓中三国首脳の
会合を開くことに初めて同意した。 2000 年 11 月には日韓中三国首脳会合の定例化に同
意すると同時に、ASEAN＋1（中国）の会合で ASEAN との自由貿易圏形成を提案し
た。その際、ASEAN 側は日中韓との自由貿易協定を逆提案したのだが、中国側の周到な根
回しの末、翌 2001 年の同会合において、中国と ASEAN は 10 年以内の自由貿易圏結成を
目指し交渉を始めることで合意した（後から ASEAN に加盟した国々とは 15 年以内） 。そ
して ASEAN＋３の間で通貨スワップ協定などの協力措置に取り組む一方で、 2002 年には、
ASEAN―中国包括的経済協力枠組み協定の調印にこぎつけた35。同協定では、ASEAN 諸
国が強みを有する農産品について中国が 03 年から関税撤廃を進めることや、中国の対




 な ぜ 1999 年に地域主義への傾斜が進んだかといえば、 そこには対米関係の不安定性の発
現という要因が働いたように思われる。すなわち、97 年に江沢民が米国のみを 9 日間訪問
したのに対し、翌 98 年、クリントンがお返しに中国のみを 9 日間訪問して、米中関係は空
前の高潮期を迎えたように見えた。ところが、99 年に入ると、まず人権擁護を錦の御旗に
掲げて NATO がコソボ紛争に軍事介入し、中国はこれに強く反発した。続いて、4 月に朱







  かくして、 中国は1990年代後半から協調的安全保障と総合安全保障の考え方を受け入れ、
それらを理念として90年代末より近隣諸国との多国間枠組み作りを積極的に進めるように
なった。2002 年の第 16 回党大会において、この方針は「与隣為善、以隣為伴」 （隣国とよ
しみを結び、隣国をパートナーとする）と定式化された。ここで、隣国とのパートナーシ
ップが二国間のみならず、多国間の枠組みとしても構想されたところに重要な発想の転換
があった。中国は、ARF や ASEAN＋3（日中韓）などに加え、02 年秋以降、朝鮮半島の
核危機を解決するための六者協議構想をも受け入れ、奔走の末にそれを実現させた。03 年
には東南アジア友好協力条約に加盟し、 06 年には 02 年に署名した南シナ海における係争者
間の行動宣言を行動基準に格上げすることに合意した。また、06 年から 07 年にかけては、
                                                  
35  Framework Agreement on Comprehensive Economic Co-operation between the Association of South East Asian 
















大した。東アジア諸国・地域の中国からの輸入は、2000 年の 1825 億ドルから 06 年には
4126 億ドルに、 東アジアから中国への輸出は、00 年の 1398 億ドルから 06 年の 3890 億ド
ルに増加した。割合で言えば、その間の東アジアの対中輸出は全体の 10.0％から 21.9％へ
拡大した39。ただ、投資についてみると、中国から域内への投資額は相対的に小さい。例え
ば ASEAN 諸国の 06 年の対中投資は 33 憶 6000 万ドル （うち、 シンガポールが 22 憶 6000
万米ドル）であったのに対し、中国から ASEAN への投資は 2 億ドルほどであった。そこ











                                                  
36  佐藤考一「対東南アジア諸国連合関係」 、中国総覧編集委員会編『中国総覧 2007～2008 年版』ぎょうせい、2008 年、
191-192 頁。 
37  江沢民「十年来軍委工作的回顧和総結」 、 『江沢民文選第二巻』人民出版社、2006 年、465 頁。 
38佐藤考一「対東南アジア諸国連合関係」 、191 頁。 
39  以上の統計は、 宮島良明・大泉啓一郎『中国の台頭と東アジア域内貿易  World Trade Atlas (1996-2006)の分析から』
現代中国研究拠点研究シリーズ No.1、東京大学社会科学研究所現代中国研究拠点、2008 年 3 月、17 頁に拠る。 
40  佐藤考一「対東南アジア諸国連合関係」 、194-195 頁。 
41 ASEAN 諸国と中国、日本などとの経済関係については、日本アセアンセンターのホームページに掲載されている統
計資料に詳しい。http://www.asean.or.jp/general/statistics/statistics08/index08.html 
42  Asia Soft Power Survey 2008 (http://www.thechicagocouncil.org/dynamic_page.php?id=75)、2009 年 2 月 20 日ア
クセス。 




















1999 年以降の中国の地域主義への傾斜は、対日政策にも現れた。99 年 11 月、中国は








02 年 1 月に東アジアコミュニティの構築を提唱した小泉総理は、一方で中国が地域協力に
積極的な役割を果たそうとしていることを高く評価し、その台頭は日本にとって脅威では
なくチャンスだと言い続けた。日本から中国への輸出の前年比伸び率は、99 年が 16.5%、
00 年が 30.4%、01 年は 2.2%と伸び悩んだものの、02 年には 28.2%、03 年は 43.6%、そ
して 04 年は 29.0%を記録した49。 「中国特需」がメディアで語られるようになり、小泉の靖
                                                  
44  霞山会編『日中関係基本資料集 1947～1997』霞山会、1998 年、770 頁。すでに 90 年のヒューストン･サミットにお
いて、日本は同趣旨から経済制裁の解除を説いていた。 
45 「平和と発展のための友好協力パートナーシップの構築に関する日中共同宣言」 、 霞山会編 『日中関係基本資料集 1972
～2008』霞山会、2008 年、457 頁。 
46「日中両国の 21 世紀に向けた協力強化に関する共同プレス発表」 、同上、465 頁。 
47  朱鎔基が、通常は中朝関係に使う「唇歯相依」 （唇と歯のように相依り相助ける）という言葉で日中関係を言い表し
たのは近年珍しいことであった。 
48  朱鎔基訪日時の日本国民とのテレビ討論会において、シイタケ生産者が善処を直訴したのは象徴的であった。 
49 『日中経協ジャーナル』No.120（2004 年 1 月号） 、59 頁、および『日中経協ジャーナル』No.169（2008 年 2 月号） 、
43 頁。   14
国神社参拝問題や 02 年 5 月の瀋陽総領事館事件にもかかわらず、中国に親しみを感じる日
本人の割合は 03 年に 2.3 ポイント上昇した50。04 年 3 月に日本経済新聞社などが実施した
「日中韓三ヶ国経営者 300 人アンケート」によると、三ヶ国の自由貿易協定が必要だとす
る経営者は日本で 70%、中国で 64%、韓国で 75%に達した51。中国の安定発展が日本に利
益をもたらすという認識が、国民の間に浸透し始めたのである。 









三総理は就任後、すぐに関係修復に乗り出した。2006 年 10 月、日中両国は戦略的な共通
利益に基づく互恵関係（戦略的互恵関係）の構築に合意し、08 年 6 月には東シナ海での共
同開発と、中国がすでに進めている油ガス田（日本名白樺、中国名春暁）の開発への日本
法人の参加について了解に達した。 













                                                  
50  内閣府の調査に拠る（http://www8.cao.go.jp/survey/h19/h19-gaiko/images/z11.gif） 。 
51  『日本経済新聞』2004 年 3 月 24 日。 
52  大庭三枝「 『東アジア共同体』論の展開――その背景・現状・展望」 、高原明生・田村慶子・佐藤幸人編『現代アジア
研究 1  越境』アジア政経学会監修、慶應義塾大学出版会、2008 年、458 頁。 
53  田中均・田原総一朗『国家と外交』 、講談社、2005 年、168 頁。 
54  同事件の数日後、初めて単独で開かれる日中韓首脳会議に出席するため、温家宝総理は来日した。 
55  『2006 年中国海洋行政執法公報』 、 「２．海洋行政執法」を見よ。



































                                                  
56  以下の論述は、拙稿「中国の行方と日本の対応」 、総合研究開発機構（NIRA）アジアの課題と日本、2008 年 3 月、
http://www.nira.or.jp/pdf/asiareport.takahara.pdf の第 2 節をベースにしている。 
57  例えば、外交政策の形成に強い影響力を有すると言われる王緝思・北京大学国際関係学院院長の主張を見よ（ 「オピ



















































課題である。2004 年と 05 年に中国で起きた反日行動と、それに対する日本側の反発の観
察に基づき、 「中国は日本を失った」と決めつける声も海外にはあった58。その判断が拙速
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